
 
 

 
 
 
 
 
 
 

  
 
  
 
 
 
 
 

信頼性確保への道  
－弛まぬ努力こそ全て－ 

 
 
                            理 事  樋 口 英 雄 
 
 
 日本分析センターは、本年6月、環境放射能分

析・測定分野でわが国初めてである国際規格の

ISO/IEC17025に基づく試験所として認定※され

ました。一昨年6月に取得した ISO9001は「品質

システム」が確立していることへの認証であっ

たのに対し、今回は当センターが環境放射能分

析の分野において「技術的に妥当な結果を出す

能力」のあることを認められたものであります。

これら ISO 国際規格取得のための活動は1998年

に当センターで不幸にして発生した試薬調製ミ

スによるデータの一部欠損事故の反省からスタ

ートしたものです。ISO/IEC17025の場合、複雑

な環境試料の分析ノウハウが非常に文書化しに

くい点を考えると、準備してからわずか10ヶ月

と非常に短い期間で取得できたのは、当センタ

ーの役職員全員が取得に向けて一丸となって取

り組んだ成果であります。 

その背景には、1974年の放射能分析データね

つ造事件を契機に、当センターが新たに設立さ

れたという経緯もあり、設立当初から当センタ

ーの役職員が「分析データの信頼性の確保と社

会的役割の重要性」について平素から強く認識

し、不断の努力を積み重ねてきた実績によるも

のと確信しております。 

平成11年に発生した JCO 事故はわが国がこれ

までに経験したことのない濃縮ウラン臨界事故

によるものでありました。原子力安全白書(平成

11年度版)によると、「事故の直接的原因は、事

業者が守るべきルールを守らなかったことにあ

り、事業者の安全管理体制の不備にある。」と述

べられており、事業者の責任が大きいことが明

確にされています。この JCO 事故も含め、原子

力に関する事故の事例を他山の石とすることは、

当センターにとって重要であると考えています。 

当センターが今まで以上に社会的に信頼され

る分析機関となるためには、業務の実施に際し

て作業マニュアル等の手順書の遵守は当然なこ

とではありますが、その技術･技能が常に最新の

知見に裏打ちされたものであることが重要です。

そのためには、職員一人一人が分析に喜びを感

じて自己研鑽に努めることができる職場環境を

作っていくこと、また、得られた成果を積極的

に学会等に発表し外部の評価を得ることも必要

です。当センターは、これからも信頼性確保の

ための基盤を強固なものとし、今まで以上に多

様化した社会のニーズに応えられるよう努力し

ていきたいと思っております。 
※ 認定範囲は２ページ参照 
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国際規格ISO/IEC17025試験所認定を取得！！ 
 
 この度、当センターは環境放射能分析機関と

して、品質システムの国際規格 ISO9001の認証
取得に引き続き、我が国で初めて環境放射能分

析専門機関として国際規格 ISO/IEC17025:1999 
(JIS Q 17025:2000)試験所認定を取得すること
ができました。 

 試験所としての認定の範囲は、環境試料の①

放射性ストロンチウム分析、②ゲルマニウム半

導体検出器によるガンマ線スペクトロメトリー、

③放射性ヨウ素分析、それぞれにおける試料採

取を除く、前処理から分析・測定までであり、

使用する公定法は以下のとおりです。 

①文部科学省放射能測定法シリーズ２ 

「放射性ストロンチウム分析法」 

②文部科学省放射能測定法シリーズ４ 

「放射性ヨウ素分析法」 

③文部科学省放射能測定法シリーズ７ 

「ゲルマニウム半導体検出器によるガンマ

線スペクトロメトリー」 
④文部科学省放射能測定法シリーズ13 

「ゲルマニウム半導体検出器等を用いる機

器分析のための試料の前処理法」及び文部

科学省科学技術・学術政策局「原子力軍艦

放射能調査実施要領」(海水の前処理) 
⑤文部科学省放射能測定法シリーズ16 

「環境試料採取法」（前処理のみ） 
 
１．試験所認定の経緯 
国際規格 ISO9001の認証は、半年に１回、審
査機関（JCQA）による維持審査が行われ、当
センターの環境放射能（線）の分析測定を行う

システムは順調に維持され、品質が保たれてい

ることが確認されております。しかしながら、

ISO9001認証は品質システムがあることを保
証するものであっても、個々の分析測定結果に

ついて、その品質を保証するものではありません。 
そこで、環境放射能分析の専門機関として、

今後ともその指導的役割を確保するためにも、

ISO/IEC 17025試験所認定を取得することが最
善な策と考え、平成13年10月の第５回マネジメ

ントレビュー会議において、理事長から

ISO/IEC 17025試験所認定を取得するようにと
の指示が出されました。 
認定機関は（社）日本化学工業協会により設

立され、試験所・校正機関の運営に関する国際

基準である ISO/IEC ガイド58：1993（JIS Z 
9358：1996）に適合した化学産業分野での認定
機関の日本化学試験所認定機構（JCLA）です。

審査は、平成13年12月から３月にかけて、事前

調査、書類審査、現場審査が行われ、品質シス

テム審査の他に技術審査として、実際に分析測

定している技術者に現場でインタビューがなさ

れました。審査での指摘事項については、是正

処置が完遂されたと判断された後、JCLA の認
定委員会で審議が行われ、６月に ISO/IEC 17025
試験所として認定されました。 
 
２．試験所認定制度とは 
この制度は、国際規格 ISO/IEC 17025を基準
にして、試験･検査･分析等を行う試験所が、特

定分野の試験を行う能力を有することを国際的

な権威ある認定機関が認定する制度であり、

ISO/IEC 17025規格要求事項（ISO9000s 相当
の品質システム＋技術能力）が確保できている

ことを証明する必要があります。試験を行う能

力とは、組織的な試験所として必要な技術能力

（職員、設備、環境等）を持ち、管理者の指揮

監督の基、実行される各試験遂行能力（適切な

試験方法の選択等を含む）を意味しています。 
現在、ISO/IEC17025の要求事項は、環境省
の超微量分析技術を必要とする環境中のダイオ

キシン分析の発注先選定基準に取り込まれ、ま

た、計量法に基づく校正事業者認定制度

（JCSS）において、審査の基準として使用さ
れています。 
個々の分析測定結果に対する信頼性が確保さ

れる国際基準をクリアした当センターは、環境

放射能分析において極めて厳正な分析を実施し

ている証明でもあり、また、認定試験所は技術

能力の信頼性が国際的に評価されるので、その

データは国際的に通用するものとなります。 
（品質保証室 深津弘子） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
現地審査におけるクロージングミーティング 

2 



原子力艦に対する防災について 
 
原子炉施設や核燃料施設等の原子力施設にお

ける原子力に係る事故に備えた法体系として、

災害対策基本法及びそれの特別法としてＪＣＯ

事故を踏まえて制定された原子力災害対策特別

措置法があります。 

災害対策基本法では、内閣総理大臣を会長と

する中央防災会議において、防災基本計画を作

成し、その実施を推進することとなっています。 

この防災基本計画の第10編に原子力災害対策

編があり、その前文に、「専門的・技術的事項に

ついては、原子力安全委員会が定める防災指針

『原子力施設等の防災対策について』を十分に

尊重するものとする。」と記載されており、防災

指針と原子力災害対策編の関係が明確になって

います。 

防災基本計画の第10編原子力災害対策編は、

今まで、原子力施設を対象に、災害予防、災害

応急対策及び災害復旧について記載されていま

した。今回、平成14年４月23日の中央防災会議

において、「原子力艦の原子力災害」が新たに追

加されました。 

その主な内容は、①情報の収集・連絡及び通

信の確保 ②活動体制の確立 ③屋内退避や避

難収容等の防護活動 ④犯罪の予防等社会秩序

の維持 ⑤緊急輸送のための交通の確保・緊急

輸送活動 ⑥救助・救急医療活動 ⑦関係者等

への適格な情報伝達活動 ⑧迅速な復旧活動に

ついてで、たとえば、外務省は、原子力艦の原

子力災害に関する通報を受けた場合、官邸、原

子力安全委員会、関係指定行政機関、関係地方

公共団体に連絡するとともに、関係指定行政機

関と協議の上、外国政府に対し、周辺地域にお

ける立入り制限区域の設定のための事故の規模

についての必要な情報提供を要請するなど、そ

れぞれ担当する関係省庁及び地方公共団体の役

割が明確に記載されています。また、原子力艦

の原子力災害の発生のおそれがある場合又は原

子力災害が発生した場合は、国は防災担当大臣

を本部長とする非常災害対策本部を設置するこ

ととなっています。さらに、原子力安全委員会

は、外務省より原子力艦の原子力災害の発生の

通報を受けた場合、直ちに原子力安全委員会を

開催するとともに、放射線計測、放射線防護等

の専門家を召集し、必要に応じて原子力安全委

員会委員及び専門家を現地に派遣することとな

っています。 

「原子力艦の原子力災害」において、特に日

本分析センターに関わりの深い放射性物質や放

射線に関するモニタリングについての記載は以

下のとおりです。 

放射能影響の早期把握のため、○文部科学省

は、海上保安庁、水産庁及び関係地方公共団体

の協力を得て、原子力艦の寄港する港湾等にお

ける放射能水準の調査を行うものとする。○文

部科学省は、放射能調査によって通常の観測値

を明らかに上回る値が観測された場合は、関係

機関に連絡するとともにモニタリングの強化等

必要な措置をとるものとする。○放射線医学総

合研究所及び指定公共機関〔日本原子力研究所、

核燃料サイクル開発機構〕は、現地へ緊急時モ

ニタリング要員及び機材を動員し、文部科学省

が行うモニタリングの強化のための取り組みを

支援するものとする。○経済産業省は、原子力

事業者に対し、放射線モニタリング資機材の貸

与等の協力を行うよう要請するものとする。 

○防衛庁は、空からのモニタリング若しくは海

上におけるモニタリングに関し、都道府県知事

等から要請があった場合は、モニタリングを支

援するものとする。○海上保安庁は、海上にお

けるモニタリングに関し、都道府県知事等から

要請があった場合は、モニタリングを支援する

ものとする。○関係地方公共団体は、文部科学

省と協力して放射線モニタリングの実施に努め

るものとする。ことが記載されています。 

上記のモニタリングの実施について、当セン

ターは、文部科学省が行う原子力艦の寄港する

港湾等における放射能水準の調査を支援すると

ともに、通常の観測値と異なる値が観測されな

いかどうかを常に監視しています。また、防災

基本計画に「原子力艦の原子力災害」が記載さ

れたことをも踏まえ、平成14年４月１日、当セ

ンターに、原子力軍艦放射能調査室を新たに設

置しました。当センターの原子力軍艦放射能調

査室の詳細については、次ページにゆだねるこ

ととします。 

（企画室 池内嘉宏） 
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新設「原子力軍艦放射能調査室」 
 
文部科学省（旧科学技術庁）が行う米国原子

力軍艦放射能調査について、より一層の円滑な

支援を行うため、平成14年度、日本分析センタ

ー（以下「当センター」という。）は「原子力軍

艦放射能調査室」（以下「軍艦調査室」という。）

を新設しました。 

当センターは、中立･公正な分析専門機関とし

て昭和49年５月に設立されて以来、文部科学省

から、原子力軍艦放射能調査を受託しています。

わが国への米国原子力軍艦の寄港については、

日米安全保障条約に基づき、また原子力委員会

の決定（昭和39年８月）により認められ、その

特殊な性格に鑑み、特別な放射能調査の措置を

取る事とされています。 

アメリカ合衆国政府は、原子力軍艦寄港問題

の声明の中で「わが国の港において、周辺の一

般的なバックグラウンド放射能に測定し得る程

度の増加をもたらす事となるような放出水その

他の廃棄物は、原子力潜水艦から排出される事

はないこと」、「原子力潜水艦近傍において日本

政府がその希望する測定を行う事に同意してい

ること」更に「日本政府の当局に対し、少なく

とも24時間前に、その原子力潜水艦の到着時刻

及び停泊または投錨の予定位置につき通報する

こと」などを明らかにしています。 

原子力軍艦放射能調査は、「原子力軍艦放射

能調査指針大綱」（文部科学省）に基づき、寄港

地三港（横須賀港、佐世保港及び金武中城港・

沖縄県）で寄港時、出港後及び非寄港時（定期）

調査が実施されています。寄港時には、現地放

射能調査班（以下「調査班」という。）が編成さ

れ、モニタリングポストの監視、海水試料の採

取・測定業務が行われています。出港後調査で

は、海水及び海底土試料が採取され、当センタ

ーに送付後、精密分析を行い影響の有無を確認

しています。また、当センターは昭和61年１月

から調査班へ職員を派遣しており、さらに平成

13年度からは、文部科学省より調査班の「班長

代理」を依頼されています。 

昭和39年11月原子力潜水艦シードラゴン（佐

世保港）入港から、平成14年５月末のシャルロ

ット（金武中城港）入港まで、三港で計1058隻

の原子力軍艦入港実績があり、当センターは昭

和49年７月の118隻目ピンタド（横須賀港）から

業務を開始し、上記シャルロットで941隻目を数

えます。現在の軍艦放射能調査における、海水、

海底土試料等の分析結果は、核爆発実験等に起

因する放射性降下物として、放射性セシウムの

みが極低レベルで検出され、米国原子力軍艦の

影響については認められていません。 

軍艦調査室の業務は、文部科学省防災環境対

策室より、原子力軍艦入港通報を受けると、直

ちに班長代理及び調査員の派遣計画を作成し、

現地に派遣（米海軍基地内にはパス取得が必要）

すると共に、国、関係自治体への連絡を行い、

現地放射能調査班を支援しています。また、三

港への入港時監視のための、モニタリングポス

ト等のデータベースシステムの維持管理を行い、

停電やシステム停止、或いはデータの異常の有

無について24時間の連絡体制を取り、その強化

に務めています。三港のモニタリングポスト（計

12測点）リアルタイムデータ等の情報について

は、文部科学省の要請により、文部科学省ホー

ムページ「環境防災 N ネット」の「原子力軍艦

放射能調査」（6月14日公開）に提供しています。 

(http://www.bousai.ne.jp/) 

更に、三港の対策本部に整備されている各種

放射線測定機器類（NaI(Tl)シンチレーションス

ペクトロメータ、サーベイメータ、ポケット線

量計及び気象観測装置類）の維持・保守・管理

及びそれらの操作手順書の作成、並びに機器更

新計画等について支援しています。また、平成 

14年度からは、 

関係自治体職

員等へのモニ

タリング技術

の維持・向上

のため「原子

力軍艦放射能

調査技術研修 原子力軍艦放射能調査技術研修会実習風景 

会」（文部科学省）を受託し、実施しています。 

当センターは、原子力軍艦放射能調査を始め

「放射能分析確認調査」(文部科学省受託)等放

射能モニタリングに関する永年の分析・測定技

術の研鑚・努力の結果、行政改革大綱に基づく

措置として「中立・公正な調査業務を行う我が

国唯一の分析専門機関である（一部抜粋）」との

閣議決定（平成14年３月29日）が為された所で

す。更には、我が国の防災基本計画に「原子力

艦の原子力災害」が追加されたことに伴い、原

子力軍艦寄港地周辺住民の安全確保のための対

応として、関係自治体等との協力体制が図られ

ています。当センターは、原子力軍艦の放射能

モニタリング調査の充実・強化に協力しつつ、

今後とも中立・公正を旨とし、業務に真摯に取

り組み一層の信頼を得られる「分析専門機関」

として努力したいと存じます。 

（原子力軍艦放射能調査室 吉清水克己） 
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環境放射線ネットワークシステムの導入 
および利用について 

 
兵庫県立健康環境科学研究センター 大気環境部 礒 村 公 郎 

 
 兵庫県立健康環境科学研究センター（旧称兵

庫県立衛生研究所および兵庫県立公害研究所）

では2001年12月に日本分析センターの協力のも

とに「環境放射線ネットワークシステム」を導

入した。導入後データ検索を行い、蓄積された

データ量、検索システム、検索結果を利用する

ファイルシステムなどについて検討した。 「環

境放射線ネットワークシステム」は様々な方向

から検討されたシステムで、データの保守管理、

さらに利用端末で不必要と思われるほど変化す

る OS にも対応するなど保守管理が行き届いた
データベースであることから、環境放射能調査

に従事する我々にとっては不可欠な存在である

と思われる。 

 2001年12月「環境放射線ネットワークシステ

ム」を目に見える形で利用するため、第43回環

境放射能調査研究成果発表会の原稿作成に使う

ことにした。以下その手順について述べる。マ

クロ等を組めば自動的に原稿は作成できると考 

えられるが、作成途中でデータを検討すること

が必要であることから、今回は全て手作業で行

った。2000年までは当所でも同様に Accessを使
ってデータベース「H_RI_dat」を構築していた。
環境放射線ネットワークシステムと「H_RI_dat」
で原稿を作成する手順を表１に示す。 

 両者はほぼ同じ操作で原稿を作成できる。兵

庫県の過去4年間のデータを使って原稿を作成

する目的ならばどちらのデータベースを使って

も同じである。異なる点を表２に挙げた。相違

点で３と１が重要である。データベースは主に

データ量、システムの保守管理、データのバッ

クアップにより評価される。「環境放射線ネッ

トワークシステム」と「H_RI_dat」のデータベ
ースとしての歴然とした差を考え、今後は

「H_RI_dat」は中止する。 
 表 1 発表会用原稿作成手順 

  環境放射線ネットワークシステム H_RI_dat 

1 
ネットワーク内で平成12年度のデータおよびその年
より前の３年間のデータ抽出、データはExcelファ
イルとして出力されるので以下はExcelで処理した 

過去４年分のデータ抽出、Excelファイルとして出
力、以下はExcelで処理した 

2 
数値列のデータは文字列として記載されているため
に、数値列に変換 

  

3 

年月日で並び替え、この時点で当所でのゲルマニウ
ム半導体検出器による核種分析測定結果のうち137Cs
は日本分析センターで分析された放射化学分析によ
る137Csのデータ比較ができる 

年月日順に並び替え 

4 日本分析センターによる放射化学分析データの削除   

5 
平成12年度データとその前３年間のデータ分離、そ
れぞれについて最大値、最小値、平均値、データ数
を計算する 

平成12年度データとその前３年間のデータ分離、そ
れぞれについて最大値、最小値、平均値、データ数
を計算する 

6 

各試料について同じ操作を行い、その結果を原稿用
シートに集める 
原稿用シートを加工して原稿用の表とし、それに表
題、本文を追加して発表用の原稿とする 

各試料について同じ操作を行い、その結果を原稿用
シートに集める 
原稿用シートを加工して原稿用の表とし、それに表
題、本文を追加して発表用の原稿とする 

 表２ 環境放射線ネットワークシステムとH_RI_datの差 
  環境放射線ネットワークシステム H_RI_dat 
1 1957年からデータを蓄積している 兵庫県の1988年以降のデータのみ（一部欠損あり） 

2 誰でも使えることを前提 他の人が使うことを考えていない 

3 
システムの保守管理およびデータのバックアップが 個人の力で保守管理、バックアップを行っている 

組織として行われている  
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カ レ ン ダ ー 
日本分析センターの行事 環境放射能調査に係る文科省・自治体等の行事 
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入所式 
文部科学省防災環境対策室 ２名来訪 
環境放射能分析研修「環境試料の採取及び前処理法」（～4/19） 
広報編集委員会（第１回） 
放射線業務従事者教育訓練 
施設公開（科学技術週間） 
第54回月例セミナー（企画室「RI の免除レベルについて」） 
広報編集委員会（第２回） 
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原ヘレナ横須賀港入港（～4/9） 
原ジェファーソンシティ横須賀港入港 
（～4/16） 
原シャルロット金武中城港入出港 
原シャルロット横須賀港入港（～4/22） 
原ラ･ホヤ佐世保港入港（～4/19） 
原ジェファーソンシティ金武中城港入出港 
原ラ･ホヤ佐世保港入港（～4/25） 
原子力艦防災検討委員会（第１回） 
原シャルロット金武中城港入出港 
軍艦専門家会合 
原コロンブス金武中城港入出港 
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創立記念日 
創立28周年記念式典 
環境放射能分析研修「環境放射能分析・測定の基礎（第１回）」（～5/16） 
文部科学省原子力安全課長他２名来訪 
日本分析センター紹介用映画等編集委員会（第１回） 
分析業務 OA 化委員会(第１回) 
環境放射能分析研修「Ge半導体検出器による測定法（第１回）」（～5/30） 
日本分析センター紹介用映画等編集委員会（第２回） 
第55回月例セミナー 
（分析部「モニタリング計画策定支援と環境試料採取の事例」） 
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原ラ･ホヤ佐世保港入港（～5/5） 
原ラ･ホヤ金武中城港入出港 
原コロンブス佐世保港入港（～5/17） 
原子力艦防災検討委員会（第２回） 
放射線審議会測定部会（第１回） 
原シャルロット金武中城港入出港 
原コロンブス佐世保港入港（～6/3） 
原ラ･ホヤ金武中城港入出港 
放射能調査研究の評価検討に係る専門 
家会合（第１回） 
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環境放射能分析研修「α放射体分析法」（～6/12） 
日本分析センター紹介用映画等編集委員会（第３回） 
定期健康診断 
ISO/IEC17025による試験所として認定される 
原子力軍艦放射能調査技術研修会（～6/20） 
理事会・評議員会 
歯科検診 
第４回 ISO9001維持審査 
環境放射能分析研修「放射性ストロンチウム分析法」（～7/5） 
第56回月例セミナー（研修･開発部「蛍光ガラス線量計の検討」） 
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原ツーソン金武中城港入港（～6/5） 
原ラ･ホヤ金武中城入港（～6/9） 
原コロンブス佐世保港入出港 
放射能調査研究の評価検討に係る専門家 
会合（第２回） 
文部科学省と原子力施設等放射能調査 
機関連絡協議会との定期協議 
原ラ・ホヤ横須賀港入港（～6/28） 
放射線審議会測定部会（第２回） 
モニタリングポストリアルタイムデータ公開 
原コロンブス佐世保港入出港 
放射能調査研究の評価検討に係る専門 
家会合（第３回） 
原ツーソン金武中城港入出港 

 
注）原は原子力軍艦を示す 

トピック 
 
◆行政改革に係る動向 

 平成14年３月29日に閣議決定された「公益法人制度の抜

本的改革に向けた取り組みについて」の中で、当センター

は補助金依存型公益法人の区分において「環境放射線(能)

モニタリングに係る高度な専門能力を有し、中立公正な調

査業務を行う我が国唯一の分析専門機関」としての立場か

ら「その他（特段の理由がある場合）」として現状維持が認

められました。文部科学省並びに関係機関の皆様のご尽力

に感謝申し上げますとともに、当センター役職員一同、今

後、一層の努力をして参りたいと思っておりますので、引

き続きご指導ご鞭撻の程よろしくお願い申し上げます。 

◆文部科学省原子力安全課長来訪 
平成14年５月10日、青山伸原子力

安全課長、齋藤福栄防災管理対策官

及び近江谷敏信防災環境対策室長

補佐が来訪し、施設見学及び意見交

換を行いました。 

 
◆創意工夫功労者の表彰 
 文部科学省の平成14年度創意工夫功労者表彰があり、当

センター秋山正和が「γ線スペクトロメトリーにおけるバ

ーコード利用システム構築」により表彰を受けました。こ

れは、優れた創意工夫により職域での技術改善向上の貢献

者を対象とする賞で、今回、業務の効率化に貢献したこと

が認められ、受賞となりました。 

◆IAEA 相互比較分析プログラムへの参加 

 分析結果の信頼性を確保するた

め、2000年、当センターは IAEA の

AQCS(Analytical Quality Control 

Services)相互比較分析プログラム

(IAEA-384 Fangataufa Sediment中

の Th､U､Pu､Am､Cm のα線放出核種

の分析)に参加し、優秀な成績を収

めることができました。写真は2002

年１月に IAEA から当センターに送

られた成績書です。
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